
(都道府県対策本部長の権限) 

第二十四条 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対

策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、当該都道府県及び関係市町

村並びに関係指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する当該都道府県の区域に係る新

型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行うことができる。 

２ 前項の場合において、関係市町村の長その他の執行機関(第三十三条第二項において「関

係市町村長等」という。)又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共機関は、当該関係市

町村又は関係指定公共機関若しくは指定地方公共機関が実施する当該都道府県の区域に係

る新型インフルエンザ等対策に関して都道府県対策本部長が行う総合調整に関し、当該都

道府県対策本部長に対して意見を申し出ることができる。 

３ 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策の実施

に関し、指定行政機関又は指定公共機関と緊密な連絡を図る必要があると認めるときは、当

該連絡を要する事項を所管する指定地方行政機関の長(当該指定地方行政機関がないときは、

当該指定行政機関の長)又は当該指定公共機関に対し、その指名する職員を派遣するよう求

めることができる。 

４ 都道府県対策本部長は、特に必要があると認めるときは、政府対策本部長に対し、指定

行政機関及び指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行う

よう要請することができる。この場合において、政府対策本部長は、必要があると認めると

きは、所要の総合調整を行わなければならない。 

５ 都道府県対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、政府

対策本部長に対し、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必

要な情報の提供を求めることができる。 

６ 都道府県対策本部長は、第一項の総合調整を行うため必要があると認めるときは、当該

総合調整の関係機関に対し、それぞれ当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対

策の実施の状況について報告又は資料の提出を求めることができる。 

７ 都道府県対策本部長は、当該都道府県警察及び当該都道府県の教育委員会に対し、当該

都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を実施するため必要な限度において、必

要な措置を講ずるよう求めることができる。 

８ 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を的確

かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、指定行政機関の長又は指定地方行政

機関の長に対し、これらの所掌事務に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な

要請をすることができる。 

９ 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を的確

かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、公私の団体又は個人に対し、その区域

に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な協力の要請をすることができる。 

 

 

 

 

 

 

資料１－６ 



 

(医療等の実施の要請等) 

第三十一条 都道府県知事は、新型インフルエンザ等の患者又は新型インフルエンザ等に

かかっていると疑うに足りる正当な理由のある者(以下「患者等」という。)に対する医療の

提供を行うため必要があると認めるときは、医師、看護師その他の政令で定める医療関係者

(以下「医療関係者」という。)に対し、その場所及び期間その他の必要な事項を示して、当

該患者等に対する医療を行うよう要請することができる。 

２ 厚生労働大臣及び都道府県知事は、特定接種を行うため必要があると認めるときは、医

療関係者に対し、その場所及び期間その他の必要な事項を示して、当該特定接種の実施に関

し必要な協力の要請をすることができる。 

３ 医療関係者が正当な理由がないのに前二項の規定による要請に応じないときは、厚生

労働大臣及び都道府県知事は、患者等に対する医療又は特定接種(以下この条及び第六十二

条第二項において「患者等に対する医療等」という。)を行うため特に必要があると認める

ときに限り、当該医療関係者に対し、患者等に対する医療等を行うべきことを指示すること

ができる。この場合においては、前二項の事項を書面で示さなければならない。 

４ 厚生労働大臣及び都道府県知事は、前三項の規定により医療関係者に患者等に対する

医療等を行うことを要請し、又は患者等に対する医療等を行うべきことを指示するときは、

当該医療関係者の生命及び健康の確保に関し十分に配慮し、危険が及ばないよう必要な措

置を講じなければならない。 

５ 市町村長は、特定接種を行うため必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、第

二項又は第三項の規定による要請又は指示を行うよう求めることができる。 

 

(政府対策本部長及び都道府県対策本部長の指示) 

第三十三条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第二十条第一項

の総合調整に基づく所要の措置が実施されない場合であって、新型インフルエンザ等対策

を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに第十九条の規定により権限を委任され

た当該指定行政機関の職員及び当該指定地方行政機関の職員、都道府県知事等並びに指定

公共機関に対し、必要な指示をすることができる。この場合においては、第二十条第三項及

び第四項の規定を準用する。 

２ 都道府県対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第二十四条第一項の

総合調整に基づく所要の措置が実施されない場合であって、当該都道府県の区域に係る新

型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、

その必要な限度において、関係市町村長等並びに指定公共機関及び指定地方公共機関に対

し、必要な指示をすることができる。 

 

  



 

(臨時の医療施設等) 

第四十八条 特定都道府県知事は、当該特定都道府県の区域内において病院その他の医療

機関が不足し、医療の提供に支障が生ずると認める場合には、その都道府県行動計画で定め

るところにより、患者等に対する医療の提供を行うための施設(第四項において「医療施設」

という。)であって特定都道府県知事が臨時に開設するもの(以下この条及び次条において

「臨時の医療施設」という。)において医療を提供しなければならない。 

２ 特定都道府県知事は、必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、前項の

措置の実施に関する事務の一部を特定市町村長が行うこととすることができる。 

３ 消防法(昭和二十三年法律第百八十六号)第十七条第一項及び第二項の規定は、臨時の医

療施設については、適用しない。この場合において、特定都道府県知事は、同法に準拠して、

臨時の医療施設についての消防の用に供する設備、消防用水及び消火活動上必要な施設の

設置及び維持に関する基準を定め、その他当該臨時の医療施設における災害を防止し、及び

公共の安全を確保するため必要な措置を講じなければならない。 

４ 建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第八十五条第一項本文、第三項及び第四項並

びに景観法(平成十六年法律第百十号)第七十七条第一項、第三項及び第四項の規定は特定都

道府県知事が行う医療施設の応急の修繕及び臨時の医療施設の建築について、建築基準法

第八十七条の三第一項本文、第三項及び第四項の規定は特定都道府県知事が建築物の用途

を変更して臨時の医療施設として使用する場合における当該臨時の医療施設について、そ

れぞれ準用する。この場合において、同法第八十五条第一項中「非常災害があつた」とある

のは「新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成二十四年法律第三十一号)第三十二条第一

項の規定により新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた」と、「非常災害区域等(非常災

害が発生した区域又はこれに隣接する区域で特定行政庁が指定するものをいう。第八十七

条の三第一項において同じ。)」とあるのは「同項第二号に掲げる区域」と、同項及び同法

第八十七条の三第一項中「その災害が発生した日」とあるのは「当該新型インフルエンザ等

緊急事態宣言がされた日」と、同項中「非常災害があつた」とあるのは「新型インフルエン

ザ等対策特別措置法第三十二条第一項の規定により新型インフルエンザ等緊急事態宣言が

された」と、「非常災害区域等」とあるのは「同項第二号に掲げる区域」と、景観法第七十

七条第一項中「非常災害があった」とあるのは「新型インフルエンザ等対策特別措置法(平

成二十四年法律第三十一号)第三十二条第一項の規定により新型インフルエンザ等緊急事態

宣言がされた」と、「その発生した区域又はこれに隣接する区域で市町村長が指定するもの

の」とあるのは「同項第二号に掲げる区域」と、「その災害が発生した日」とあるのは「当

該新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた日」と読み替えるものとする。 

５ 医療法(昭和二十三年法律第二百五号)第四章の規定は、臨時の医療施設については、適

用しない。 

６ 特定都道府県の区域内において病院を開設した者又は医療法第七条第一項に規定する

臨床研修等修了医師及び臨床研修等修了歯科医師でない者で特定都道府県の区域内におい

て診療所を開設したものが、新型インフルエンザ等緊急事態における医療の提供を行うこ

とを目的として、病床数その他同条第二項の厚生労働省令で定める事項を変更しようとす

る場合については、当該医療の提供を行う期間(六月以内の期間に限る。)に限り、同項の規

定は、適用しない。 



 

(損失補償等) 

第六十二条 国及び都道府県は、第二十九条第五項、第四十九条又は第五十五条第二項、第

三項若しくは第四項(同条第一項に係る部分を除く。)の規定による処分が行われたときは、

それぞれ、当該処分により通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

２ 国及び都道府県は、第三十一条第一項若しくは第二項(第四十六条第六項において読み

替えて準用する場合を含む。)の規定による要請に応じ、又は第三十一条第三項(第四十六条

第六項において読み替えて準用する場合を含む。)の規定による指示に従って患者等に対す

る医療等を行う医療関係者に対して、政令で定める基準に従い、その実費を弁償しなければ

ならない。 

３ 前二項の規定の実施に関し必要な手続は、政令で定める。 

 

(損害補償) 

第六十三条 都道府県は、第三十一条第一項の規定による要請に応じ、又は同条第三項の規

定による指示に従って患者等に対する医療の提供を行う医療関係者が、そのため死亡し、負

傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、政令で定めるところにより、

その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償しな

ければならない。 

２ 前項の規定の実施に関し必要な手続は、政令で定める。 

 

 


